
【災害医療体制】
数値目標等

指標名(単位)               

数値目標を達成するために必要な施策など

根室・中標津保健所

  推進上の課題と今後の対応

○　道東ドクターヘリ運航調整委員会への出席（再掲）

○　災害拠点病院指定要件の一部改正内容について各医
療機関に周知

北海道医療計画根室地域推進方針の進捗状況（令和６年度）

現状値 目標値（R11） 実績数値 現状値の出典（年次）

災害拠点病院（２病院）における
業務継続計画（ＢＣＰ）の策定

全災害拠点病院での策定
（２病院）

保健所調べ

ＥＭＩＳ操作を含む研修・訓練を実
施している病院の割合（％）

保健所調べ

2　病院

100%

2　病院

全病院での実施

100%
100%

ア　災害医療の連携体制の構築や災害医療体制の充
実強化

○　災害拠点病院は、災害による重篤患者の救命医療
等の高度の診療機能を確保し、被災地からの患者の
受け入れや広域搬送に係る対応を行い、医薬品・医療
材料などを供給するとともに、応急用資機材の貸出等
により地域の医療機関を支援します。
　　また、道の要請に基づき救護班、ＤＭＡＴを派遣し、
医療救護活動を行います。

必要な施策 令和６年度取組状況

○　災害発生時に、医療救護班の配置調整や医薬品
等の供給調整など医療救護活動を迅速かつ的確に実
施できるよう情報交換の場として、医師会、歯科医師会
等関係団体、自治体病院・診療所、各市町、振興局か
らなる「地域災害医療対策会議」を設置し、連携体制の
強化を図ります。

○　引き続き、道東ドクターヘリの安定的な航空医療体制
を確保する必要があり、運航調整委員会に参画する。

○　道東ドクターヘリの安定的な航空医療体制の確保
を図ります。

○　地域の医療資源に即した災害時に必要な災害医
療体制の確保に努めます。

○　災害発生時に迅速かつ的確な活動が行えるよう連携
体制の確保を図る。

○　道や市町は、被災者に対して感染症のまん延防
止、メンタルヘルスケア等のニーズに的確に対応する
ため、保健師、栄養士などによる保健指導及び栄養指
導を実施するとともに関係機関、関係団体との連携を
図ります。
　　また、そのために関係職種の研修機会の確保に努
めます。

○　関係職員の研修機会の確保に努める。
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町立中標津病院

市立根室病院

根室・中標津保健所

市立根室病院

町立中標津病院

市立根室病院

根室・中標津保健所

ウ　災害派遣医療チーム（ＤＭＡＴ）の整備

必要な施策 令和６年度取組状況   推進上の課題と今後の対応

○　各災害拠点病院で策定されている防災マニュアル
の定期的な見直しを図るとともに、業務継続計画
（BCP）の策定を進めます。

○　各災害拠点病院における定期的な訓練や各種研
修等への受講を促し、体制の強化に努めます。

○　災害対策マニュアル及び業務継続計画（ＢＣＰ）の整備

○　業務継続計画（BCP）の改定実施の検討

○　災害対策マニュアル及び業務継続計画（ＢＣＰ）の定
期的な改定、見直し。

イ　災害拠点病院の強化

○　各種研修の受講案内について各医療機関に周知

○　災害時にDMATが有効に機能するため、研修参加
による人材育成や、定期的な訓練等を行うよう努めま
す。

○　体制維持のため、ＤＭＡＴ資格の更新、必要に応じた
隊員の補充に努める。

〇令和６年度災害派遣医療チーム研修参加（４名）

○令和６年度技能維持研修参加（隊員４名）

○令和６年度技能維持研修参加（隊員４名）

〇令和６年度北海道DMAT実働訓練参加（２６名）

○　令和６年度災害時通信訓練の実施

○　災害時通信訓練（衛星携帯電話）の実施

○　ＥＭＩＳの入力体制整備

○　災害時におけるEMISの円滑な運用が重要であるこ
とから、保健所はもとより、各病院における入力訓練の
実施を促進します。

エ　広域災害・救急　医療システム（ＥＭＩＳ）の活用

○　ＥＭＩＳの入力体制整備及び担当者の入力訓練実施 ○　災害時におけるＥＭＩＳの円滑な運用のため、保健所
及び各病院における定期的な入力訓練の実施に努め
る。

町立中標津病院

○　医療機関におけるＥＭＩＳの入力体制整備及び入力訓練
実施状況の把握

○　保健所におけるＥＭＩＳ入力訓練の実施
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【新興感染症発生・まん延時における医療体制】
数値目標等

指標名(単位)               

病床数 8床 病床数 23床

発熱外来機関数 2機関 発熱外来機関数 7機関

病床数 43床 病床数 23床

発熱外来機関数 7機関 発熱外来機関数 9機関

自宅療養者などへ
の医療提供機関数
（病院・診療所・訪
問看護事業所）

4機関

自宅療養者などへ
の医療提供機関数
（病院・診療所・訪
問看護事業所）

11機
関

自宅療養者などへ
の医療提供機関数
（薬局）

21機関
自宅療養者などへ
の医療提供機関数
（薬局）

17機
関

後方支援を行う医
療機関数

1機関
後方支援を行う医
療機関数

2機関

数値目標を達成するために必要な施策など

（医療機能の確保）
根室・中標津保健所

（個人防護具の備蓄）

根室・中標津保健所

（適切な感染対策）
根室・中標津保健所

根室保健所

根室・中標津保健所 ○新興感染症の発生を想定し、関係機関と連携した研
修・訓練を実施するよう努める。

　根室保健所（病院（４箇所）、無床診療所（2箇所）、薬局（６
箇所）、訪問看護事業所（１箇所））

　中標津保健所（病院（4箇所）、有床診療所（１箇所）、無床
診療所（１箇所）、薬局（11箇所）、訪問看護事業所（1箇所））

○道において、医療措置協定を締結した医療機関に対し、個
人防護具の備蓄状況を調査しており、GーMISによる報告が
困難な事業所に対し、保健所を通じ調査依頼を行った。

○ARIサーベイランスの開始に向け、関係機関への説明を実
施

○　新興感染症が発生した際に、速やかに入院、外来
診療、自宅療養者等への医療等が提供できるよう、関
係者や関係機関と協議の上、医療措置協定を締結す
るなど、平時から計画的な準備に努めます。
　また、主に当該感染症に対応する医療機関等と当該
感染症以外に対応する医療機関等の役割分担が図ら
れるよう調整に努めます。

○　新興感染症のパンデミック時に備え、診療等の際
に用いる個人防護具が不足しないよう、医療措置協定
の締結などを通じて、医療機関における個人防護具の
備蓄の促進に努めます。

○　病院等において感染症が発生又はまん延しないよ
う、最新の医学的知見や医療
　　機関における実際の対応事例を踏まえた施設内感
染対策に関する情報や研究の成果、講習会・研修に関
する情報提供や活用の促進に努めます。
　○　感染拡大のおそれがある感染症への対応を適確
に行うため、衛生研究所や感染症
指定医療機関等と緊密に連携し、当該感染症に係る情
報の収集・分析、対応方針の
共有に努めます。

○　感染症医療担当従事者等を派遣する医療機関と
平時に医療措置協定を締結するな
ど、医療人材の応援体制の整備に努めます。

○医療人材の応援体制の整備については、今年度締結の医
療措置協定に協議が整わなかった。

○管内医療機関における医療人材の確保状況の厳しさ
を踏まえつつ、今後とも協議を継続する。

○新興感染症の発生を想定した研修・訓練の実施
　  実績無し○　新興感染症の発生を想定した研修・訓練の実施

や、こうした研修会等への参加の促進など、感染症対
応を行う医療従事者や関係職員等の資質の向上に努
めます。

イ　人材の確保及び資質の向上

○管内医療機関に対し、ARIサーベランスに関する情報
をはじめ、必要な情報の提供に努める。

  推進上の課題と今後の対応

体制整備（流行初期期間経過後）

感染症法に基づく医療措置
協定締結医療機関数

必要な施策 令和６年度取組状況

-

-

-

-

-

ア　医療提供体制の確保

○医療措置協定を締結していない医療機関に対し、今後
とも引き続き協議を継続する。

○各保健所管内の医療機関と医療措置協定の協議を行い、
道と各医療機関（病院、有床診療所、無床診療所、薬局及び
訪問看護事業所）との医療措置協定の締結に結びつけた。

体制整備（流行初期）
感染症法に基づく医療措置
協定締結医療機関数

北海道医療計画根室地域推進方針の進捗状況（令和６年度）

現状値 目標値（R11） 実績数値 現状値の出典（年次）

-

-
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【へき地医療体制】
数値目標等

指標名(単位)               

数値目標を達成するために必要な施策など

根室・中標津保健所

根室保健所

イ　へき地の診療を支援する医療の機能

○　医療従事者を対象とした研修会の開催など、へき
地医療拠点病院や地域センター病院が行うへき地医
療支援活動に対して支援します。

○　市町が患者輸送車等を整備する事業に対して支
援し、搬送体制の整備に取り組みます。

○　遠隔医療や診療情報の共有ネットワーク化を行う
ため、必要な機器等の整備を行うへき地医療拠点病
院などに対して支援します。

○　医育大学に設置した地域医療支援センターによる
医師派遣等を活用し、医師の確保が行われるよう支援
します。

○　地域連携による地域医療体制の構築を今後も継続し
て取り組む。

○　「メディネットたんちょう」（医療情報提供ネットワーク）へ
の参画及び継続運用

〔情報開示施設〕
  市立根室病院、町立別海病院、町立中標津病院
　標津町国民健康保険標津病院、
　知床らうす国民健康保険診療所

〔参照施設〕
  根室共立病院、石田病院、町立別海病院尾岱沼診療所
　町立別海病院西春別駅前診療所

○　へき地診療所である知床らうす国民健康保険診療所
と連携を図りながら、へき地拠点病院である町立中標津
病院がへき地医療支援活動を実施する際には、必要に
応じて支援を行う。

○　１２医療機関からなる「釧路・根室地域医療情報ネッ
トワーク協議会」を通じ、クリニック等が参照施設へ加入
するよう進めている。

○　三次医療圏内の未加入医療機関に対して、ネット
ワークへの加入を働きかける。

○　根室振興局保健行政室のホームページ「根室地域の医
療従事者確保」において、2015年から継続して掲載してい
る。

○　保健所のホームページを活用し、根室圏域の地域
医療の現状や地域医療を確保するための対策などに
ついて紹介します。

ウ　行政機関等によるへき地医療の支援

現状維持 町立中標津病院

ア　へき地における保健指導

必要な施策 令和６年度取組状況   推進上の課題と今後の対応

○　市町や最寄りのへき地診療所等との連携の下、住
民の保健衛生状態を十分把握し、計画的に地域の実
情に即した保健指導を行います。

○　通院に不便な地域が多いため、住民の健康の保持・
増進のため、実情に応じた保健指導の検討を行う。

○　関係機関相互の連携により、貞節な保健及び医療
サービスが継続して実施される体制の維持・構築に努
めます。

へき地医療拠点病院 町立中標津病院

北海道医療計画根室地域推進方針の進捗状況（令和６年度）

現状値 目標値（R11） 実績数値 現状値の出典（年次）

へき地診療所
知床らうす国民健康保険
診療所

現状維持
知床らうす国民健康保険
診療所
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【周産期医療体制】
数値目標等

指標名(単位)               

数値目標を達成するために必要な施策など

5市町

エ　救急搬送体制の整備

○　妊産婦や新生児のスムーズな地域周産期母子医
療センター及び総合周産期母子医療センターへの救急
搬送体制の確保に取り組みます。

オ　周産期における災害対策

○　災害時に周産期に係る適切な医療や物資が提供
され、また、被災地からの搬送受け入れや診療に係る
医療従事者の支援が適切に行われる体制の構築に努
めます。

○　平成25年4月に認定を受けている町立中標津病院
の機能の充実を図ります。

○　町立中標津病院に対し周産期母子医療センター運営事
業補助金を交付

○　継続して機能の充実を図る。

ウ　根室圏域における地域周産期母子医療センター
機能の充実

  推進上の課題と今後の対応

ア　周産期を担う医療機関

必要な施策 令和６年度取組状況

分娩受入れ体制 分娩受け入れ体制の強化町立中標津病院 町立中標津病院

市立根室病院　経産婦限
定

町立別海病院　分娩取扱
い休止

町立別海病院　分娩取扱
い休止

市立根室病院　経産婦限
定

北海道医療計画根室地域推進方針の進捗状況（令和６年度）

現状値 目標値（R11） 実績数値 現状値の出典（年次）

○　経産婦限定で分娩を受け入れている根室市におい
ては、初産に対応できるよう体制の強化が必要です。
体制が整うまでの間、釧路市、中標津町内の分娩受け
入れ可能な医療機関との連携を図ります。

○　当圏域から総合周産期母子医療センターである総合
病院釧路赤十字病院（釧路市）までの移動は、時間を要
するため迅速な搬送など緊急時の対応を整える必要が
ある。

○　身近なところに産科医療機関がない標津町、羅臼
町においては、妊産婦の負担軽減につなげるために、
町立中標津病院の産婦人科医師の指導の下、助産師
や医療ソーシャルワーカーとの連携強化を図ります。

○　養育者支援保健・医療連携システムを活用し、地域と医
療機関において周産期におけるハイリスク者の情報を共有
するとともに、早期支援と地域保健医療機関の連携を推進。

○　支援の必要な妊産婦や新生児は年々増加傾向にあ
り、今後も養育者支援保健・医療連携システム事業を活
用し妊娠期からの切れ目のない支援を目指す。

○　市立根室病院及び町立中標津病院が分娩に対応して
いる。なお、市立根室病院の分娩受入体制は、経産婦限定
となっている。

イ　産婦人科医師等の状況

○　経産婦限定で分娩を受け入れている市立根室病
院については、三医育大学、他医療機関などの協力の
下、産婦人科医師及び小児科医師の常勤の固定医確
保に努めます。

○　市立根室病院の分娩受入体制は経産婦限定である
ことから、初産にも対応できるよう体制の強化が求められ
ており、産婦人科医師等の安定的な確保が必要である。
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【小児医療体制（小児救急医療を含む）】
数値目標等

指標名(単位)               

数値目標を達成するために必要な施策など

根室・中標津保健所

根室・中標津保健所○　小児救急医療地域研修事業の周知

○　北海道小児救急医療地域研修会への参加
　　　参加者数　 2名（根室市消防）
　　　　　　　　　　6名（根室北部消防事務組合）

○　小児救急医療地域研修を推進するため、会議の場な
どを利用して周知し、普及啓発を図る。

○　地域の小児救急医療体制を補強するため、小児科医
や救急救命士等を対象に実施する、北海道小児救急医
療地域研修事業の周知を図り、参加について促進しま
す。

ウ　小児専門医療及び入院小児救急医療体制の確保等

○　根室管内には、「北海道小児地域医療センター」はあ
りませんが、市立根室病院及び町立中標津病院が「北海
道小児地域支援病院」に選定されており、専門医療及び
入院を要する小児患者に対応する小児救急医療の提供
体制や搬送体制の確保に努めます。

○　初期救急医療体制については、夜間、土曜、日・祝日
は、かかりつけ医と各自治体医療機関等が対応している。
なお、根室市については、日曜日の日中は、一般社団法人
根室市外三郡医師会による　在宅当番医師制で対応してい
る。

○　現在の体制維持と小児科医の負担軽減を図るため
の方策を検討する必要がある。
　　現状を維持するために関係医療機関との連携を推進
する。

（災害時を見据えた小児医療体制）

  推進上の課題と今後の対応

○　子どもの急な病気やけがなどの際の家族等からの相
談に対応する、小児救急電話相談事業や救急医療情報
システムの周知を行います。
　　また、ＡＥＤの使用方法を含む救急蘇生法等講習会を
実施し、地域住民へ参加の呼びかけや適切な医療機関
への受診などを周知し、小児救急医療を担う医療機関の
体制確保等を図ります。

○　子育てを支援する側面からも、継続した相談支援体
制が必要であり、引き続き、小児救急電話相談事業の活
用普及啓発を行う。

○　ホームページによる小児救急電話相談事業の普及啓
発

ア　相談支援体制等

必要な施策 令和６年度取組状況

イ　小児医療の連携体制の構築

北海道医療計画根室地域推進方針の進捗状況（令和６年度）

現状値 目標値（R11） 実績数値 現状値の出典（年次）

救急蘇生法等講習会へ地域住民
等の参加啓発

救急の日、救急医療週間に
あわせて講習会を開催

地域住民が参加できるよ
うな講習会開催の検討

救急の日、救急医療週間に
あわせて講習会を開催

小児科を専門とする医師数 ４名 現状維持 ４名

救急医療機関や救急車の適切な
利用啓発

救急の日、救急医療週間に
あわせて適正利用を啓発

定期的な啓発の実施
救急の日、救急医療週間に
あわせて適正利用を啓発
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○　根室北部消防事務組合消防本部と連携し、救急法等
講習会を開催

○　二次救急体制については、二次救急機関となっている
市立根室病院及び町立中標津病院が小児救急医療支援
事業参加機関として対応している。

○　三次救急医療体制については、市立釧路総合病院救
命救急センターが対応している。

○　根室市消防本部と連携し、救急法等講習会を開催（再
掲）

令和６年度取組状況必要な施策   推進上の課題と今後の対応

ウ　小児専門医療及び入院小児救急医療体制の確保等

○　根室圏域には、「北海道小児地域医療センター」はあ
りませんが、市立根室病院及び町立中標津病院が「北海
道小児地域支援病院」に選定されており、専門医療及び
入院を要する小児患者に対応する小児救急医療の提供
体制や搬送体制の確保に努めます。

（災害時を見据えた小児医療体制）

○　災害時に小児患者に適切な医療や物資が提供され
るよう、災害拠点病院や地域の中核的医療機関等の連
携体制の確保に努めるなど災害時における小児医療体
制の確保に努めます。

  【R６度受講人数】
　　根室市消防本部
　　・普通救命講習Ⅲ（小児用）：27人
  　根室北部消防事務組合消防本部
    ・普通救命講習Ⅲ（小児用）：10人
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【在宅医療の提供体制】
数値目標等

指標名(単位)

数値目標を達成するために必要な施策など

根室保健所

必要な施策 令和６年度取組状況   推進上の課題と今後の対応

訪問診療を受けた患者数（１ヶ月
あたり）人口１０万人対（人）

125.6 125.6以上 125.6 令和2年厚生労働省医療施設調査

在宅死亡率 7.4 7.4以上 7.4 令和3年人口動態調査

ア　在宅医療に必要な連携を担う拠点の整備

○　在宅医療における必要な医療機能の確保・強化に
向けて、市町が実施する在宅医療・介護連携推進事
業の取組と連携しながら包括的かつ継続的な在宅医
療の提供体制を構築するための連携調整を図るなど、
医師会、市町、病院、診療所、訪問看護事業所、保健
所等の主体のいずれかを、「在宅医療に必要な連携を
担う拠点」として位置づけることとし、引き続き、多職種
の連携体制づくりにおけるコーディネート役である保健
所や北海道在宅医療推進支援センターが、地域課題
の把握・分析、取組の導入検討等の支援を行いなが
ら、各在宅医療圏における整備を進めます。

○　「在宅医療おいて積極的役割を担う医療機関」及び「在
宅医療に必要な連携を担う拠点」について、根室市外三郡
医師会長及び根室市在宅医療介護連携推進協議会事務
局（根室市介護福祉課）に説明を行った。

歯科訪問診療（居宅）または歯科
訪問診療（施設）のいずれかを実
施している診療所数

4 8 4
平成30年度NDB
（厚生労働省）

在宅患者訪問薬剤管理指導料加
算薬局数

17 17
北海道厚生局届出受理医療機関名簿
（令和5年3月1日現在）

3
北海道厚生局届出受理医療機関名簿
（令和6年5月1日現在）

在宅看取りを実施している医療機
関数

2 2 2
平成30年度NDB
（厚生労働省）

２４時間体制の訪問看護ステー
ション数

1 3 1
平成30年度NDB
（厚生労働省）

17以上

北海道医療計画根室地域推進方針の進捗状況（令和６年度）

現状値 目標値（R11） 実績数値(現状値と同） 現状値の出典（年次）

訪問診療を実施している医療機
関数（人口１０万対）

12.2 12.6 12.2
令和2年度KDB
（厚生労働省）

在宅療養支援病院数 2 2 2
令和4年在宅医療に係る地域別データ集
（厚生労働省）

地域包括ケア病棟入院料加算
医療機関数

3 3
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根室・中標津保健所

根室市

中標津保健所

根室保健所

中標津保健所

◯   根室北部地域在宅医療・介護推進協議会において、多
職種による顔の見える連携の再構築の推進を目的に管内
の関係者対象に意見交換会を実施した。また、「安全な経
口摂取を可能とするための必要な支援方法について」を
テーマに研修及び意見交換を実施した。

○　小児在宅医療においても、地域のニーズに応じた
在宅生活の支援体制の構築に向けて、保健・医療・福
祉・教育等の支援者間の連携促進に努めます。

○　医療と介護の連携を図るため、医師等医療従事者
と介護支援専門員等による事例検討や情報交換を円
滑に行うためのツール作成などの取組を促進します。

○　根室市在宅医療介護連携推進協議会及び看護連絡会
議において、根室市内の医療的ケア児支援の現状と課題
について、共有・意見交換を行った。

◯  根室北部地域在宅医療・介護推進協議会において、関
係者に医療的ケア児等について情報提供した。

○　住み慣れた地域で暮らしながら医療を受けられる
よう、在宅医療圏単位での在宅医療の連携構築を目
指し、「在宅医療に必要な連携を担う拠点」が地域にお
ける包括的かつ継続的な連携体制づくりを行いなが
ら、市町が行う在宅医療・介護連携推進事業の取組や
「在宅医療において積極的役割を担う医療機関」と連
携し、地域の医療介護資源等の把握や課題の整理、
課題解決に向けた取組を進め、退院支援から日常の
療養支援、急変時の対応、看取りまで継続した医療提
供体制の構築を図ります。

○　根室地域看護連携推進会議を開催し、3次医療圏内及
び根室管内における看護連携の現状や課題について意見
交換を行った。
○  管内医療機関・訪問看護ステーションの他機関連携窓
口一覧の更新・配布を行った。
○  根室地域の情報連携シートについて、在宅移行となる
際等に必要な情報について協議検討を行った。

○　市町単位での在宅医療提供体制の構築と多職種連
携による在宅ケアの充実を目指して、在宅医療・介護連
携推進事業を所管する各市町や各医療機関、関係職種
と連携した取組を継続する。

○　患者の病状急変時においては、在宅医療を担う病
院・診療所、訪問看護事業所、地域包括ケア病棟を整
備している医療機関等相互の連携のほか、人生の最
終段階において患者本人の意思が尊重されるよう、患
者やその家族、在宅医療に携わる関係者が患者の意
思を共有する人生会議（ＡＣＰ（アドバンス・ケア・プラン
ニング））の取組を踏まえた消防機関との連携体制の
構築に努めます。

○　医療と介護の連携に関する情報共有や課題解決に
向けた協議を行い、地域の実情にあわせた在宅医療に
ついて引き続き検討します。

○　根室市在宅医療介護連携推進協議会において、地域
住民への普及啓発（医療・介護資源マップのHP掲載）、多
職種研修会（在宅看取りについて）の開催、根室市安心つ
ながり手帳の普及啓発、地域の課題を共有し解決に向けて
の協議を実施した。

○　医師、歯科医師、薬剤師、看護師、介護支援専門
員、市町職員等を対象に、多職種協働による在宅チー
ム医療等についての研修や会議を開催し、在宅医療
を担う人材の育成と多職種間の連携体制の充実に努
めます。

イ　地域における連携体制の充実

必要な施策 令和６年度取組状況   推進上の課題と今後の対応
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根室・中標津保健所 ○　今後も引き続き、在宅療養中の患者やその家族が望
む看護が提供できるよう、訪問看護師の確保や資質の
向上に繋がる取組を行う。

カ　訪問看護の質の向上と育成体制の充実

○　医師、歯科医師をはじめ、管理栄養士、歯科衛生
士、リハビリテーション専門職等の多職種と連携し、一
体的な口腔・栄養管理、リハビリテーション・機能訓練
が提供されるよう、在宅における栄養管理や口腔衛生
管理・口腔機能管理、リハビリテーションの充実に努め
ます。

○　今後も引き続き、在宅における栄養指導や、口腔ケ
ア体制の充実に努める。

○　在宅療養中の患者が住み慣れた地域で生活する
ことができるよう、他の専門職種と連絡・調整し、生活
の質を確保しながら支援を行うため、研修や会議の開
催等を通じて訪問看護を行う看護職員の確保と質の
向上を図ります。

〇　根室地域看護連携推進会議において、訪問看護師の
確保・定着・人材育成等に関して、根室地域医療関係者と
現状・課題・取り組み可能な方策について意見交換を実施
した。

エ　緩和ケア体制の整備

○　医療用麻薬が、薬局から在宅療養中の患者へ迅
速かつ適切に提供されるよう、麻薬在庫情報の共有を
進め、薬局間での融通など、円滑な供給に努めます。

○　今後も引き続き、医療用麻薬が薬局から迅速かつ適
切に在宅療養中の患者に提供されるよう緩和ケア体制
の整備に努める。

○　広域分散型の本道で医療と介護の連携体制を構
築するため、ＩＣＴを活用した患者情報共有ネットワー
ク、見守り支援、遠隔医療等の取組について、情報提
供を行います。

○　また、24時間体制の在宅医療を提供できるよう、
在宅療養支援病院以外の医療機関も含めたネット
ワークの構築に努めます。

○　釧路根室地域医療情報ネットワーク（メディカルたんちょ
う）協議会に参画した。

ウ　在宅医療を担う医療機関の充実

○　在宅医療を必要とする患者や家族のニーズに対
応できるよう、在宅医療の中心となる在宅療養支援病
院、訪問診療を実施する病院・診療所、歯科診療所
（在宅療養支援歯科診療所等）、薬局や24時間体制の
訪問看護ステーションの充実に努めます。

○　根室保健医療福祉圏域連携推進会議（根室圏域地域
医療構想調整会議）を活用して、在宅医療を含めた管内の
医療提供体制の現状や課題について検討した。

○　今後も引き続き、在宅医療を含め管内の医療提供体
制の充実に向けた取組に努める。

必要な施策 令和６年度取組状況   推進上の課題と今後の対応

オ　在宅栄養指導、口腔衛生管理・口腔機能管理、訪
問リハビリテーション体制の充実
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根室・中標津保健所

中標津保健所

根室保健所

中標津保健所

ク　住民に対する在宅医療の理解の促進

○在宅看護講座（根室北部地域在宅医療・介護推進協議
会と合同開催）において、講義「ACPについて考えよう」体験
会「元気なうちから人生会議～もしばなゲームで語り合いま
しょう～」の内容で意見交換会を実施した。

○　今後も引き続き、住民に対する在宅医療の理解の推

進を図るため、管内市町、医療機関等の関係機関と連携
し、アドバンス・ケア・プランニング（人生会議）等在宅医療に

関する情報提供に努める。

○　往診や訪問診療など在宅医療に重要な役割を果
たすかかりつけ医、かかりつけ歯科医、かかりつけ薬
局を持つことの必要性、訪問看護、訪問リハビリテー
ションや栄養指導の役割などについて、住民に対する
普及啓発に努めるとともに、在宅医療に関する情報提
供を行います。

○　最後まで自分らしく生きたいと願う患者の意思に
沿った医療が提供できるよう、　　日頃から、急変時や
人生の最終段階における医療についてどう考えるか、
患者本人　　や患者の大切な存在である家族、かかり
つけ医や訪問看護師をはじめとした医療従　　事者等
が繰り返し話し合う人生会議（ACP:アドバンス・ケア・プ
ランニング）の取組が重要であることから、知りたくない
又は考えたくないといった患者等にも配慮しながら、住
民への普及啓発に努めるとともに、在宅療養中の患者
の急変に備え、かかりつけ医等医療従事者や介護関
係者間で患者の意思等が共有できる体制構築に努め
ます。

○　根室地域看護職員等研修会（根室地域看護連携推進
会議）～在宅生活を支える看護実践報告会～において、共
同意思決定の考え方を理解し、共同意志決定を考慮したカ
ンファレンスの進め方や話し合いのポイントについて学ぶこ
とで現場での意思決定支援の充実や普及を目指すことを目
的に講義や事例発表、グループワークを実施した。

ケ　災害時を見据えた在宅医療の提供体制の構築

○　災害時に自ら避難することが困難な在宅療養中の
患者が適切に避難支援を受けられるよう、住民に対
し、避難行動要支援者への支援制度やお薬手帳等の
意義について普及啓発するとともに、市町、医療機関
等の関係機関・関係団体との連携を図ります。
　また、「在宅医療において積極的役割を担う医療機
関」において、災害時等にも適切な医療を提供するた
めの計画（業務継続計画（ＢＣＰ））を策定します。

○　今後も引き続き、在宅療養中の患者やその家族、関
係者と連携し、平常時から災害発生を見据えた支援体制
の構築に努める。

◯  災害時における避難行動要支援者対策を支援するた
め、管内各町に対して、当室が保有する情報を提供した。

○ 災害時における避難行動要支援者対策を支援するた
め、管内市に対して、現状と課題をヒアリングするとともに
「避難行動要支援者対策に係る北海道根室保健所保有情
報提供取扱要領」を再度説明し、依頼に基づき当室が保有
する情報を提供した。

○　在宅療養中の患者が適正に服薬できるよう、関係
機関・団体と連携して服薬状況を記録する「お薬手帳」
の普及を図ります。

○　管内医療機関及び薬局において、服薬状況を記録する
「お薬手帳」の配布を行った。

○　今後も引き続き、在宅療養中の患者が適正に服薬で
きるよう、関係機関・団体と連携して「お薬手帳」の普及に
努める。

必要な施策 令和６年度取組状況   推進上の課題と今後の対応

キ　訪問薬剤管理指導の推進
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【感染症対策】

根室保健所

根室保健所

中標津保健所

根室・中標津保健所

根室保健所

中標津保健所

　・インフルエンザ（注意報）         　　　　 ：2回

 　・インフルエンザ（警報）             　 ：2回

　・ヘルパンギーナ（警報）　　　　　　　 ：1回
　・手足口病（警報）　　　　　　　　　　　　　 ：2回

　・水痘（注意報） ：2回

　・A群溶血性レンサ球菌咽頭炎（警報） ：1回

　・咽頭結膜熱（警報） ：2回

根室・中標津保健所○　コホート検討会により、結核患者の登録、治療成績、地
域課題について、結核指定医療機関と釧路・根室・中標津
釧路保健所で書面にて検討。

【中標津保健所管内感染症注意報・警報発令状況】

○　感染症の発生動向調査に基づき、流行中の感染症の
発生状況を報道機関や関係機関に情報提供する等、各種
感染症の予防について周知。

○　感染症の発生動向調査により把握・分析した情報
に基づき、予防方法などの情報を関係機関や住民に
提供します。

○　管内町、医療機関に向けて、随時、新型コロナウイルス
感染症の感染状況や傾向、予防対策について情報提供。

イ　感染症に関する情報収集と還元

○　感染症の発生動向調査等により、引き続き、感染症
の発生状況や予防方法を関係機関や住民に提供する。

北海道医療計画根室地域推進方針の進捗状況（令和６年度）

施策の方向と主な施策 令和６年度取組状況

○　感染症発生時の迅速な対応に向け、地元消防本部とと
もに感染症患者搬送訓練を行うところ、令和５年度について
は、実績なし。

  推進上の課題と今後の対応

ア　健康危機管理体制の強化

○　感染症患者発生時に円滑な対応ができるよう引き続
き関係機関との連携強化を図る。

○　管内市、医療機関に向けて、随時、新型コロナウイルス
感染症の感染状況や傾向、予防対策について情報提供。

○　「感染症予防計画」等に基づき、市町・関係機関・
団体と連携を図りながら、新型インフルエンザや新興
感染症などの感染症に対し、発生時の迅速な対応を
図るための実地訓練や研修会等を実施し、発生時に
備えた準備を進めます。
　なお、新興・再興感染症対策に当たっては、新たな知
見や国の動向、専門会議の意見等も踏まえ対応方針
を決定し、取り組んでいきます。

【根室保健所管内感染症注意報・警報発令状況】
　・インフルエンザ（注意報）　　 　：３回
　・インフルエンザ（警報）　　　　 ：１回
　・Ａ群溶血性レンサ球菌咽頭炎警報 ：2回
　・咽頭結膜熱警報　　　　　　　　 ：1回
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根室・中標津保健所

根室保健所

・日時：R7.1.29(Zoomによるオンライン形式）

中標津保健所

○　講習会等の開催により、質の高い人材の確保と関
係機関との連携を推進します。また、疾患ごとに異な
る、年代や国籍などの発病リスクに応じた知識の普及
啓発に一層努めます。

○　ホームページを通じてHIV/エイズに関する正しい知識
や検査情報について情報提供

○　関係機関・団体との連携し、発生予防・まん延防止に
向けた知識の普及啓発を継続する。

・対象：管内の社会福祉施設職員ほか（参加者16名）

○　令和６年度感染症予防対策研修会

（第1回）

・テーマ：基本的な感染症対策について及び新型コロナ感
染症対策について（講義）

ウ　知識の普及啓発

施策の方向と主な施策   推進上の課題と今後の対応令和６年度取組状況

○　各施設の感染対策実践力の向上及びネットワークの
構築

○　感染管理認定看護師との連携による集団感染予防策
実践力強化事業（中標津病院ICNの協力）
(1)ICN協力による施設実地指導　R6.8.28（２施設）
(2)実践報告会　R6.10.29（出席者37名）

○所内防護服着脱訓練
・2日（①R6.7.24、②R6.7.26）、参加者15名
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施策の方向と主な施策 令和６年度取組状況   推進上の課題と今後の対応

エ　感染症病床の確保

○　感染の拡大により、入院を要する患者が増大し、
入院医療の提供に支障をきたすと判断される場合に
は、「北海道感染症予防計画」等に基づき、感染症指
定医療機関に限らず、一般の医療機関においても、一
定の感染予防策を講じた上で、必要な病床の確保に
努めます。
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【難病対策】

根室・中標津保健所

根室・中標津保健所

根室保健所

根室・中標津保健所

根室・中標津保健所

根室保健所

根室・中標津保健所

北海道医療計画根室地域推進方針の進捗状況（令和６年度）

施策の方向と主な施策 令和６年度取組状況

○　難病法に基づく医療費助成制度や特定疾患治療
研究事業及び児童福祉法に基づく医療費助成制度に
より患者の医療費の負担を軽減するとともに、患者団
体と連携し、在宅療養への支援や生活の質（ＱＯＬ）の
向上を図ります。

○　指定難病や特定疾患、小児慢性特定疾病の医療
費助成制度が適切に利用されるよう周知を図ります。

  推進上の課題と今後の対応

○　指定難病や特定疾患、小児慢性特定疾病の医療費助
成制度について、ホームページ（道本庁ホームページへの
リンク）を通じて制度概要を周知

○　指定難病や特定疾患、小児慢性特定疾病の医療費
助成制度が適切に利用されるよう引き続きホームページ
等を通じて周知を図る。

ア　難病医療費助成制度の推進

イ　在宅療養の支援

（専門機関受診困難者への在宅療養生活の支援）

○　神経難病患者・家族および支援希望者に対し、関係機
関と連携した療養支援の実施

○  必要時、神経難病患者在宅ケア連絡会を活用し、医療
機関連携を実施（主催：釧路保健所）。会場：釧路労災病院
実績なし

○　地域リハビリテーション推進事業に係る職員派遣

　・実績なし

（関係機関との連携による在宅療養の支援） ○　関係機関と連携した在宅療養の支援を継続する。

○　研修・会議等により、支援関係者の資質向上に努
めます。

○　根室圏域難病対策地域協議会

○　保健、医療、福祉などの関係機関と連携し、各種
サービスの計画的・効果的な提供・活用を促進します。

○　専門医療機関の受診が困難な患者に対し、訪問
検診や相談事業等を実施し在宅療養生活を支援しま
す。

○　難病患者、保健、医療、福祉、教育などの関係者
で構成する「根室圏域難病対策地域協議会」におい
て、難病患者等の効果的な支援方法等を継続し検討
します。

○　市町等と連携し、障害者総合支援法に基づく障害
福祉サービスの周知・活用を図ります。

○　訪問看護ステーション支援者情報の共有

○　根室市避難行動支援対策体制整備支援

○　根室圏域難病対策地域協議会を通じ、地域課題の
協議及び地域に必要な体制整備を図る。      ２回（書面開催１回(～R6.9.4）、ハイブリッド開催１回

（R7.2.12)）
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【慢性閉塞性肺疾患（COPD）対策】

別海町

中標津町

〇公共機関。敷地内禁煙と施設内にポスター貼付 ○　町内、医師不足により禁煙外来がなくなったこと。

○　喫煙率が男女ともに国と比較し高いため、喫煙率低
下に向けた取り組みが必要。

北海道医療計画根室地域推進方針の進捗状況（令和６年度）

施策の方向と主な施策 令和６年度取組状況   推進上の課題と今後の対応

○　喫煙率が依然として高いため、禁煙対策を妊娠期から
子育て期を含めて実施している。啓蒙活動、卒煙応援プロ
グラム、禁煙指導事業、禁煙外来治療費助成事業を実施。

○受動喫煙防止条例等の地域説明会の開催
　 根室管内 2回　中標津管内 3回

○　新型コロナウイルス感染症では、ＣＯＰＤは重症化
のリスク因子とされたことから、喫煙の有無を問わず、
その名称や疾病の要因、病状などについて、引き続き
普及啓発に取り組むとともに、その主な発症要因であ
るたばこ対策を一層推進します。

○北海道のきれいな空気の施設の登録推進
　 登録数（令和6年3月31日現在）
　 根室管内　33施設　　中標津管内　59施設

○　改正健康増進法及び北海道受動喫煙防止条例の普
及啓発を行い、全ての人に望まない受動喫煙を生じさせ
ない「受動喫煙ゼロ」の実現を目指し、道、市町及び関係
団体が協働しながら受動喫煙防止対策を推進する必要
がある。
　地域説明会及び健康教育の場を活用し、受動喫煙防
止と対策と併せてCOPDに関する知識を広く普及啓発し
ていく必要がある。

○　ＣＯＰＤの発症予防と進行の防止は禁煙によって
可能であり、早期禁煙は有効性が高いため、禁煙を支
援する環境づくりが大切です。

羅臼町
（再掲）

○　禁煙外来治療費助成事業、啓蒙活動は継続して実
施。健診結果説明会にて禁煙指導を実施した。喫煙妊婦
に対しては、禁煙するまで継続して禁煙支援を実施。

○　禁煙指導の実施（母子手帳交付時、乳幼児健診・相談、
健診事後相談等）
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【慢性腎臓病（CKD）対策】

別海町 ○　現状の活動を継続

羅臼町

別海町

○　透析医療施設は、３施設

　透析装置は、53台（令和4年12月1日現在、保健福祉部健
康安全局地域保健課調査「第二次医療福祉圏域別透析医
療の現況」）

○健診受診者から抽出される未治療者や治療中断者、
治療中であるがコントロール不良者への確実な保健指導
の実施。

○　町内医療機関に通院中のCKD重症化予防対象者を含
めて情報交換会を実施。

中標津町
（再掲）

〇　心疾患及び糖尿病予防と併せて、重症化予防に向
け、関係機関と連携を図りながら効果的な取り組みの推
進が重要である。
　　併せて、腎臓病の専門医がいない圏域なので、身近
な地域の医療機関やかかりつけ医、メディカルスタッフ、
専門医との連携体制を構築していくことが重要である。

〇高校生、若者、特定、生保、後期高齢者の検診項目にク
レアチニンを導入し、保健指導、受診勧奨、医療連携を含め
た取り組みを実践中。

○　特定健診受診率向上のため、未受診者への受診勧
奨等、受診率向上の取組が今後も必要。
○　生活習慣病の未受診者・治療中断者へ受診勧奨通
知や保健指導を行い、重症化予防につなげていく。

〇保健師、管理栄養士の研修体制はWEB研修や事例検討
を含めて研鑽する機会を設けている。

施策の方向と主な施策 令和６年度取組状況   推進上の課題と今後の対応

○　慢性腎臓病は、初期には自覚症状がなく、健診に
よる早期発見が重要であること、適切な治療や生活習
慣の改善、糖尿病や高血圧の適切な管理により重症
化予防が可能なことについて、住民や医療保険者への
普及啓発を図ります。

〇受診勧奨時に周知

（正しい知識の普及啓発）

○　重症化予防のための適切な保健指導を推進する
ため、保健師、管理栄養士等の保健指導従事者の資
質向上に努めます。

○　透析患者が地域の医療機関で安心して透析医療
を受けられるよう、必要な設備の整備を促進します。

○　かかりつけ医と専門医、メディカルスタッフ等が連
携し、慢性腎臓病患者を早期に適切な診療につなげる
ため、地域特性に応じた診療連携体制の整備を図りま
す。
○　切れ目なく適切な医療が提供できるよう、メディ
ネットたんちょうや慢性腎臓病対策連絡会議、保健医
療福祉圏域連携推進会議等を活用し、患者の受療動
向に応じた連携体制の充実を図ります。

○　道・医療保険者が連携して、特定健康診査の意義
を広く周知するとともに、特定健康診査・特定保健指導
の充実に努めます。

（医療連携体制の整備）

（重症化予防）

○　健診結果から抽出された対象者に結果説明会で通知
し、保健指導を実施。必要に応じて二次健診を勧奨。

○　重症化リスクがある者に対しては、「北海道糖尿病
性腎症重症化予防プログラム」等を活用し、保健指導
や医療機関の受診勧奨を行い、腎不全、透析療法等
への移行を、予防と医療が連携し防止に努めます。

○　糖尿病連携手帳の普及を推進

○健診受診率が低いため、受診率向上により、対象者の
抽出につなげる必要がある。

○　特定健診に項目の上乗せ、受診費用の無料化、個別通
知や電話勧奨等の他、受診率向上のためのインセンティブ
として、健診の受診等に応じポイントを付与し、抽選で健康
グッズ・商品券等が当たる健康ポイント事業を実施。

○　糖尿病性腎症重症化予防プログラムによる取り組みの
推進と地域の連携体制の強化
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【歯科保健医療】

○　低栄養と誤嚥性肺炎などの予防のため、高齢者に対す
る口腔ケア提供体制の整備
・　釧路根室圏域在宅歯科医療連携室事業委員会に参加。
・　言語聴覚士を講師に介護職員等を対象とした研修会を
実施。

根室ケアマネ連協 ○　今後、根室でも在宅歯科医療連携事業を進めるた
め、継続して委員会に参加、協議を進める。

○　オーラルフレイルに対処するため、高齢者が適切
な歯科治療や定期的な歯科検診を受けたり、介護予
防の取組に参加するよう普及啓発を図ります。

○　「北海道歯科保健医療推進計画」に基づき、道の施策
に呼応した対策を実施

○　H29年度に根室地区に在宅歯科医療連携室のサテ
ライトが設置（設置主体：北海道歯科医師会）され、在宅
療養者や要介護者等に対する相談や訪問等を積極的に
行っている。
　　さらに活用を促すため、あらゆる機会を通じ、関係機
関及び住民に対し、事業の周知を図る。

○　歯科保健医療提供体制の充実に向けて、歯科衛生士
の確保・就業に係る現状や課題、促進策に係る意見交換を
実施（書面開催）

〇歯周病検診の実施 別海町 ○検診（契約）先の歯科医療機関の確保が難しく、受診
率が低迷している　　対象年齢：満20歳、満30歳、満40歳、50歳、60歳、70歳

○　高齢者の低栄養と誤嚥性肺炎などのリスクを低下
させるため、住民に口腔ケアの重要性を普及啓発しま
す。

○　後期高齢者歯科健康診査の実施  １市１町 ○　引き続き「北海道歯科保健医療推進計画」に基づ
き、道の施策に呼応した対策の実施を推進する。

根室市、羅臼町

○　歯周疾患検診の実施
　　対象年齢：満40歳、50歳、60歳、70歳

　　対象年齢：満20歳、満30歳、満40歳、50歳、60歳、70歳 根室市

○　歯周病予防のため、成人が歯科健診・保健指導を
利用できる機会の確保に努めます。

○道民歯科保健実態調査実施
　２０歳以上を対象として、歯・口腔の健康づくりに関する調
査を実施

中標津保健所 ○　ライフステージに応じた適切な口腔の健康づくりを推
進する。

羅臼町

○　むし歯予防のため保育所・学校等におけるフッ化
物洗口を推進します。

○  フッ化物洗口実施市町数　５市町
根室市内、令和7年3月時点で10校のうち7校でフッ化物先
行実施（1小学校、2中学校実施なし）

○　全ての保育所、幼稚園から小学校及び中学校を通じ
て、フッ化物洗口を継続できるよう実施施設・学校の普及
拡大を推進する。

北海道医療計画根室地域推進方針の進捗状況（令和６年度）

施策の方向と主な施策 令和６年度取組状況   推進上の課題と今後の対応

ア　地域歯科保健医療への支援
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施策の方向と主な施策 令和６年度取組状況   推進上の課題と今後の対応

〇歯と口の健康週間に併せて町内小学生に図画ポスタ―
を募集し、入選作品の表彰、巡回展示を実施

別海町

○　乳幼児健康診査（1歳6か月児・3歳児）時に保護者へ
「マイナス1歳から始める　母と子の子育て」公益財団法人

根室歯学会

○　根室歯学会と連携し「歯と口の健康週間」を開催し、歯
の健康づくりについて普及啓発に努める。

根室市

釧路歯科医師会

○　口腔の健康や口腔機能の獲得・維持・向上という
観点から食育を推進し、住民への普及啓発を行いま
す。

○　『歯と口の健康週間』
　　　図画・ﾎﾟｽﾀｰ展表彰
　　 （R6.6.9  中標津保健所）
　 　（R6.6.8  根室市）

イ　８０２０運動の推進

○　歯科医師会等の関係団体と連携しながら、様々な
機会を通じて住民の歯の健康づくりについて行いま
す。

○　『歯と口の健康週間』
　　（毎年6月4日～10日）の開催（保健所、各市町）

○　『根室市健口講演会』　歯周病と全身の関わりについて
日時：令和6年7月20日(土)　15：30～17：30

根室市、
根室歯学会

○　「いつまでも美味しく食べたい！」みんなのための口腔
ケア講座　『とくに知っておいてほしい災害時の口腔ケアの
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【医療機関相互の役割分担と広域連携の推進(地域センター病院の機能の充実)】

中標津保健所

【医療に関する情報化の推進（情報通信技術（ＩＣＴ）を活用した情報共有の促進)】

根室市外三
郡医師会

根室歯学会

北海道薬剤
師会根室支

◯　施設設備整備等の補助事業を活用するなど、医療
機能及び地域医療支援機能の充実を図るとともに、地
域医療構想の実現に向けた取組を促進します。

○　地域センター病院の機能のうち、地域の医療機関等
への医師派遣等について、医師不足から派遣等が困難
な状況が続いている。

施策の方向と主な施策 令和６年度取組状況   推進上の課題と今後の対応

北海道医療計画根室地域推進方針の進捗状況（令和６年度）

施策の方向と主な施策 令和６年度取組状況   推進上の課題と今後の対応

◯　地域の医療機関も参加できる研修会の開催や地
域医療構想の実現に向けた啓発活動等の実施しま
す。

◯　医療機器の共同利用を促進します。

〔参照施設〕
  根室共立病院、石田病院、町立別海病院尾岱沼診療所
　町立別海病院西春別駅前診療所

会員にメディネットたんちょうへの参画呼びかけを実施

○ ＩＣＴを活用して医療機関間又は医療機関と介護事
業所間で診療情報等を共有するためのネットワークの
構築や導入に当たっての体制の整備を支援します。

○  ネットワークへの不正侵入防止対策など患者の診
療情報等のセキュリティの徹底を図ります。

○　「メディネットたんちょう」（医療情報提供ネットワーク）及
び設備整備補助事業の周知

〔情報開示施設〕
  市立根室病院、町立別海病院、町立中標津病院
　標津町国民健康保険標津病院、
　知床らうす国民健康保険診療所

○　情報開示施設・参照病院共に加入の促進が望まれ
る。

○　１１医療機関からなる「釧路・根室地域医療情報ネッ
トワーク協議会」を通じ、未加入医療機関へのネットワー
ク加入、薬局等の参照施設加入を働きかける。

○　町立中標津病院（昭和45年）が地域センター病院に指
定されており、北部４町の中核医療機関として、医師等を対
象とした研修会を開催
   令和6年度　3回実施

○　新型コロナウイルス感染症の状況を勘案しながら、
北部4町の中核医療機関として、医師等を対象とした研
修会を開催する。

○　地方・地域センター機能強化事業費補助金（研修会
等開催事業）の申請（対象：町立中標津病院）

○　根室圏域では、地域センター病院において、高額なＭＲＩ
やＣＴ等の医療器械を整備し、地域の医療機関の依頼に応
じて検査を実施するなど、連携に努めた。
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【医師など医療従事者の確保】

地域関係機関

中標津町

市立根室病院

市立根室病院

根室市

５市町

○　医療従事者が働きやすい環境を確保するため、継続
した助成が必要であり、そのための補助事業を継続す
る。

北海道医療計画根室地域推進方針の進捗状況（令和６年度）

施策の方向と主な施策 令和６年度取組状況   推進上の課題と今後の対応

○　医師確保が必要な市町立病院等に対し、３医育大
学の地域医療支援センターの医師や自治医科大学卒
業医師の派遣調整などの確保対策について引き続き
取り組みます。

○　地域医療支援センターからの派遣医師数 ○　医師の地域偏在、希少な専門科目医師の確保など、
今後も引き続き、道に地域のニーズを踏まえた働きかけ
を行う。

　　 市立根室病院　　3名（小1,消外1,眼1）

　　 市立根室病院　　1名、町立中標津病院　　1名

○　地域枠制度による医師の配置（2病院2名）

　　 町立中標津病院　　1名（耳1）

○　引き続き、より効果的な研修や、地域の取組につい
て検討を行う。○　看護連携推進検討会議の開催

○　新人看護職員臨床実践能力向上研修支援事業に係る
補助金の交付
 （対象：市立根室病院、町立別海病院、町立中標津病院）

○　上記の道の確保対策を継続して実施するほか、地
域においても関係機関、団体が連携して取組を進めて
いく必要があることから、根室圏域では、地域独自の
事業を実施しています。

○　医療従事者確保に係る情報発信・専用ホームページの
更新

○　青少年医療体験事業
　　地域医療を担う人材育成を目的として、市内小中高生を
対象に開催を検討したが、医療機関との調整がつかず断
念。

○　新人看護職員などの早期離職防止や医療の高
度、専門化に対応するため、新人看護職員研修を行う
医療機関の取組を支援します。

○　国や道が主催する研修の案内を各医療機関に送付

○　医療従事者が育児と仕事を両立して働きやすい環
境をつくるため、院内保育所を運営する医療機関への
助成などを行います。

○　子育て看護職員等就業定着支援事業補助金の交付
（対象：市立根室病院、町立別海病院）

○　当該補助金の交付を受け、今後とも継続して働きや
すい環境づくりを進める。

北海道看護
協会根室支
部

○  地域医療を担う人材育成を目指すための機会とし
て、今後も継続開催する。

○　地域への興味・関心を抱いてもらうよう、根室地域の
魅力について情報発信する。

○　札幌医科大学による「地域医療合同セミナー地域医療
実習」を医療系学生を受け入れて開催している。

○看護専門学校進学希望者向け学校説明会の開催

○　国、道及び道内医育大学等関係機関に対し、市立根室
病院の医師派遣等の要請活動を実施。

○　引き続き、医師派遣等の要請活動を実施することが
必要。

○　医療系教育機関等の訪問　２８校 ○　市立根室病院の労働環境・待遇を知ってもらうため
実施。今後も継続予定。

○　医療従事者修学資金貸付
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